
トラック運転者の改善基準告示のポイント
（2024年４月～）

厚生労働省 群馬労働局 労働基準部 監督課



労働時間短縮・改善基準告示遵守の必要性

支給決定件数

脳・心臓疾患の労災請求件数、支給決定件数の上位３業種（令和７年度）

請求件数
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155件
（52件）

（ ）内は死亡の件数で、内数である。 （ ）内は死亡の件数で、内数である。

155件
（52件）

76件
（21件）

出所：令和７年度「過労死等の労災補償状況」を公表します

道路貨物運送業

179件（61件）

その他の事業

サービス業

118件（21件）

社会保険・社会福

祉・介護事業

73件（9件）

道路貨物運送業

50件（20件）

その他の事業

サービス業

15件（4件）

飲食店

13件（3件）



トラック運転者の
改善基準告示の内容

【2024.4～主な改正事項】

１）1年、1か月の拘束時間

２）1日の拘束時間

３）1日の休息期間

４）連続運転時間

５）予期し得ない事象（新設）

６）特例→・分割休息・2人乗務
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1年、
1か月の

拘束時間

1年：3,300時間以内
1か月：284時間以内

【例外】労使協定により、次の通り延長可
（①②を満たす必要あり）
1年：3,400時間以内 1か月：310時間以内（年6か月まで）
①284時間超は連続3か月まで
②1か月の時間外・休日労働時間数が100時間未満となるよう努める

1日の

拘束時間

13時間以内
（上限15時間、
14時間超は週2回

までが目安）

【例外】宿泊を伴う長距離貨物運送の場合（※１）、
16時間まで延長可（週2回まで）

※１：1週間における運行がすべて長距離貨物運送（一の運行の走行距離
が450㎞以上の貨物運送）で、一の運行における休息期間が住所地以外の

場所におけるものである場合

1日の

休息期間

継続11時間以上

与えるよう努めることを
基本とし、
9時間を下回らない

【例外】宿泊を伴う長距離貨物運送の場合（※１）、
継続8時間以上（週2回まで）
休息期間のいずれかが9時間を下回る場合は、
運行終了後に継続12時間以上の休息期間を与える

運転時間 2日平均1日：9時間以内 2週平均1週：44時間以内

連続

運転時間

4時間以内
・運転の中断時には、原則として休憩を与える
（1回おおむね連続10分以上、合計30分以上）
・10分未満の運転の中断は3回以上連続しない

【例外】SA・PA等に駐停車できないことにより、や
むを得ず4時間を超える場合、
4時間30分まで延長可

予期
し得ない

事象

予期し得ない事象への対応時間を、1日の拘束時間、運転時間（2日平均）、連続運転時間から除くことができ
る（※2、3）
勤務終了後、通常通りの休息期間（継続11時間以上を基本、9時間を下回らない）を与える
※３：運転日報上の記録に加え、客観的な記録（公的機関のHP情報等）が必要。

特例

①分割休息（継続9時間の休息期間を与えることが困難な場合）
・分割休息は1回3時間以上 ・休息期間の合計は、2分割：10時間以上、3分割：12時間以上
・3分割が連続しないよう努める ・一定期間（1か月程度）における全勤務回数の2分の1が限度
②2人乗務（自動車運転者が同時に1台の自動車に2人以上乗務する場合）
身体を伸ばして休息できる設備がある場合、拘束時間を20時間まで延長し、休息期間を4時間まで
短縮可
【例外】設備（車両内ベッド）が※4の要件を満たす場合、次のとおり、拘束時間をさらに延長可
・拘束時間を24時間まで延長可（ただし、運行終了後、継続11時間以上の休息期間の付与必要）
・さらに、8時間以上の仮眠時間を与える場合、拘束時間を28時間まで延長可
③隔日勤務（業務の必要上やむを得ない場合）
2暦日の拘束時間21時間、休息期間は20時間
【例外】仮眠施設で夜間4時間以上の仮眠を与える場合、2暦日の拘束時間を24時間まで延長可（2週間に3
回まで） 2週間の拘束時間は126時間（21時間×６勤務）を超えることができない
④フェリー

・フェリーの乗船時間は、原則として休息期間（減算後の休息期間は、フェリー下船時刻から勤務終了時刻ま
での間の時間の2分の1を下回ってはならない）

・フェリー乗船時間が８時間を超える場合、原則としてフェリー下船時刻から次の勤務が開始される

休日労働 休日労働は2週間に1回を超えない、休日労働によって拘束時間の上限を超えない

※２：予期し得ない事象とは、次の事象をいう。
・運転中に乗務している車両が予期せず故障したこと
・運転中に予期せず乗船予定のフェリーが欠航したこと
・運転中に災害や事故の発生に伴い、道路が封鎖された

こと又は道路が渋滞したこと
・異常気象（警報発表時）に遭遇し、運転中に正常な運

行が困難になったこと
※4：車両内ベッドが、長さ198㎝以上、かつ、幅80㎝以上の

連続した平面であり、かつ、クッション材等により走行中
の路面等からの衝撃が緩和されるものであること



告示遵守ポイント１：１年、１か月の拘束時間
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【原則】１年及び１か月の拘束時間

【例外】１年及び１か月の拘束時間

・１か月の拘束時間を全て上限値（284時間×12か月）とすると1年の

拘束時間が3,300時間を超えるため、改善基準告示違反。

・１か月の拘束時間を全て上限値（284時間×6か月かつ310時間×6か月）

とすると1年の拘束時間が3,400時間を超えるため、改善基準告示違反。

①
② ③

※2月も284時間超×

1年の拘束時間

原則：3,300時間

例外：3,400時間

原則：284時間

例外：310時間

1か月の拘束時間

年間拘束時間

3,400時間／年

【労使協定を結んだ場合の例外】

月の拘束時間

310時間
※年間６か月まで

ただし

拘束時間

284時間／月
超は連続３か月まで

時間外・休日労働時間

100時間未満／月
となるように努める

・法定労働時間をもとに計算した１か月あたりの拘束時間

1年間の法定労働時間 週40時間×52週＝2,080時間

1年間の休憩時間 1時間×5日×52週＝260時間

（2,080時間+260時間）÷12か月＝195時間①

・労働基準法による１年間の時間外労働の上限→960時間

1か月あたり 960時間÷12か月＝80時間②

・（①195時間＋②80時間）×12か月＝3,300時間

労使協定なく例外を

使っていませんか？

年間拘束時間の管理

はできていますか？



告示遵守ポイント２：１日の拘束時間

1週における1日の拘束時間延長の回数 ※14時間超は週2回まで
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1日の拘束時間

原則：13時間

例外：15時間
（14時間超は週2回までが目安）

【宿泊を伴う長距離貨物運送の特例】

１週間の運行すべて、一の運行
450km以上の長距離貨物運送

＋
一の運行における休息期間が

住所地以外の場所

最大拘束時間

16時間にできる
（１週間につき2回に限る）

長距離特例のときも

1日の最大拘束15時

間超16時間までが、

１週間につき2回を

超えていることはあ

りませんか？



告示遵守ポイント３：１日の休息期間

1日の拘束時間及び1日の休息期間の設定
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※１日の始業時刻から起算して
24時間以内に休息期間の終点が
到来しなくても、通常の休息期間
が取れていれば休息の違反にはな

らない。

1日の休息期間

継続：11時間

９時間下限

【宿泊を伴う長距離貨物運送の特例】

１週間の運行すべて、一の運行
450km以上の長距離貨物運送

＋
一の運行における休息期間が

住所地以外の場所

休息期間

継続８時間にできる

（１週間につき2回に限る）
※一の運行終了後、継続12時間以上与える

拘束時間 17時間 

休息期間 7時間 

始業
8:00

終業
1:00 12:008:00

4時間

拘束時間 17時間 

休息期間 11時間 ○

始業

8:00 1:00
終業

8:00

拘束時間 15時間 ○ 休息期間 9時間 ○

始業

8:00

終業

23:00 8:00

拘束時間 13時間 ○ 休息期間 11時間 ○

始業

8:00

終業

21:00 8:00



・１週間における運行 が
すべて長距離貨物運送（走行
距離450㎞以上）

・一の運行中における休息
期間 が、住所地以外の場所

・一の運行終了後の休息期間
は継続12時間以上

※図説：宿泊を伴う長距離貨物運送の特例

拘束時間 13時間 休息期間 11時間

                        

月曜

火曜

水曜

金曜

土曜

日曜

16時間①

16時間②

終業19：00

12時間

始業7:00

終業19:00

12時間

13時間

12時間

休日

始業７:00

始業7:00

終業20:00

８時間②

終業23：00

11時間

始業７:00

12時間

始業7:00

８時間①

終業23:00

始業7:00 終業20：00

A事業場到着
18：00

A事業場出発
8：00

A事業場到着
18：00

１週間における運行がすべて長距離貨物運送であり、かつ、一の運行における休息期間が住所地以外の場所におけるものである場合は、
当該１週間について２回に限り、最大拘束時間は16時間とし、休息期間は継続８時間以上。

木曜

A事業場出発
8：00

6

1泊目

2泊目

1泊目

2泊目

※長距離特例の要件

・一運行の走行距離450㎞以上（日帰りでも）

・週1回以上の宿泊付き運行

・一運行終了後12時間以上の休息期間

・運行計画上のみならず、実態も基準を満たす

一運行終了後、継続12時間以上の休息期間

を確実に与えていますか？



告示遵守ポイント４：連続運転時間
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運転の中断の例

連続運転時間の
カウントは、運転
の中断が合計30分

以上になった
ところでリセット

運転の中断の定義

※連続運転時間：１回がおおむね連続10分以上で、かつ、合計が30分以上の運転の中断をすることな

く連続して運転する時間（「おおむね連続10分以上」とは、運転の中断は原則10分以上という趣旨。

例えば、10分未満の中断が３回以上連続する等の場合は該当しない）

（原則休憩）

連続運転時間

４時間以内

運転の中断は、原則休憩
【例外】

サービスエリア、パーキングエリア
等に駐車または停車できない

連続運転時間
やむを得ず、4時間を超える場合

４時間30分
まで延長できる

業務の実態を踏まえ、短期的には見直しが難しい等特段

の事情がある場合は、運転の中断の際、荷積み、荷下し

を行っても改善基準告示違反となるものではない



告示遵守ポイント５：休日労働
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休日の取扱い

休息期間+24時間の連続した時間
9時間+24時間＝33時間

いかなる場合であっても、その時間が30時間を
下回ってはならない

2日続けて休日を与える場合は、
2回目の休日も24時間以上

2週間に1回が限度

休日労働の回数

※労使協定を締結すれば
310時間まで延長可

※分割休息、２人乗務
フェリー乗船等、30時間
に満たない場合→連続し
た30時間の労働義務のな
い日が休日

休日労働が、２週間について１回を超えていませんか？

休日労働によって最大拘束時間を超えることはありませんか？



運行計画に対して遅延が生じた場合には、その対応に要した時間について1日の拘束時間、2日平均の運転時間、連続運転時間
から除くことができる
予期し得ない事象に遭遇し対応する場合は運転日報等の通常の記録に加えて、客観的な記録を残すことが必要
勤務終了後、通常どおりの休息期間（継続11時間以上を基本、継続9時間を下回らない）を与えることが必要

告示遵守ポイント６：予期し得ない事象
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（例） 運転中に災害や事故の発生に伴い、道路が封鎖され、道路が渋滞した場合

• 拘 束 時 間１８時間 ⇒ １８時間 － ３時間 ＝ １５時間（１日の拘束時間の基準を満たす）
 （ただし、賃金支払いの対象とすべき労働時間は、18時間－休憩時間）
• 運 転 時 間１２時間 ⇒ １２時間 － ３時間 ＝ ９時間 （前後の日のいずれかが９時間以下なら基準を満たす）
• 連続運転時間７時間 ⇒ ７時間 － ３時間 ＝ ４時間 （連続運転時間（４時間以下）の基準を満たす）

拘
束

運
転

18時間

6:00 7:00 10:00

２時間３時間

24:0021:00

３時間

14:00 17:00 20:00

事
故

７時間
中
断
10

分

16:00

中
断
10

分

※道路封鎖、渋滞への対応に要した時間

※１年・１か月の拘束時間から除くことはできない。

予期し得ない事象に遭遇した場合

予期し得ない事象とは

①運転中に乗務している車両が予期せず故障した場合

②運転中に予期せず乗船予定のフェリー欠航が欠航した場合

③運転中に災害や事故に発生に伴い、道路が封鎖された場合、

道路が渋滞した場合

④異常気象（警報発表時）に遭遇し、運転中に正常な運行が困

難となった場合

客観的な記録とは

①運転日報上の記録

②予期し得ない事象の発生を特定できる客観的な資料

【例】車両故障：修理会社等が発行する故障車両の修理明細書等

フェリー欠航：フェリー運航会社等のHPに掲載されたフェリー欠航情報の写し

災害や事故による道路封鎖、道路渋滞：公益財団法人日本道路交通情報センター等

のHPに掲載された道路交通情報の写し（渋滞の日時・原因を特定できるもの）

異常気象：気象庁のHP等に掲載された異常気象等に関する気象情報等の写し
予期し得ない事象の対応時間を拘束時間等から除いた場

合、勤務終了後に通常の休息期間を与えていますか？



告示遵守ポイント７：特例

10

①分割休息

②２人乗務

③フェリーに乗船する場合

業務の必要上、勤務終了後、継続9時間以上（宿泊付き長距離特例は8時間）の休息期間を与えることが困難な場合に分割可

★要件（1か月程度ごとに全勤務回数の2分の1が限度）
①1回当たり「継続3時間以上」で2分割または3分割
②2分割：合計10時間以上、3分割：合計12時間以上
③休息期間を3分割する日が連続しないように努めること

どんな事情があっても3分割を

超えないようにしていますか？

ツーマン運行で、車両内に身体を伸ばして休息すること
ができる設備がある場合に拘束20時間までの延長と休息
4時間までの短縮可

〇さらに拘束時間を延長できる特例（勤務終了後、継続11時間以上の休息期間を与える場合は、24時間まで拘束延長可）
運転交代時の走行中を含み対象となる車両内ベッドとは？

①長さ198㎝以上、かつ、幅80㎝以上の連続した平面であること
②クッション材等により走行中の路面等からの衝撃が緩和されるものであること
→駐車中のみに使用するために設置された車両内ベッドは認められない

競走馬輸送を参考にしたもの

フェリー乗船の時間は、原則として休息期間とされ、与えるべき休息期間の時間から減ずることが可。
乗船時間が8時間を超える場合には、原則としてフェリー下船時刻から次の勤務開始

２時間をきると下船時刻から
勤務終了時刻までの間の時間
の２分の1を下回るため×

9時間なら下船時刻
から次の勤務可

勤務終了後の休息期間が4時間

を下回っていませんか？

フェリー乗船時間を休息期間から除く

場合、2人乗務の特例を除き、減算後

の休息期間が、フェリー下船時刻から

終業時刻までの時間の２分の１を下

回ってしまうことはありませんか？



▸「荷主特別対策チーム」は、トラック運転者の労働条件の確保・改善に知見を有する都道府県労働局・労働基準監督署のメンバー

により編成。

▸荷主企業に対し、労働基準監督署から配慮を要請

①長時間の恒常的な荷待ちの改善に努めること。

②運送業務の発注担当者に改善基準告示を周知し、トラック運転者がこれを遵守できるように協力すること。

▸都道府県労働局のメンバーが、労働基準監督署から要請された事項に発着荷主等が積極的に取り組めるよう、荷待ち時間等の改善

に係る好事例の紹介等のアドバイスを実施。

▸対象企業選定にあたり、厚生労働省HPの「長時間の荷待ちに関する情報メール窓口」や立入調査時に収集した情報を活用 

⇒ 国土交通省にも情報提供

労働基準監督署による荷主要請の実績

１

厚生労働省

厚労省HPにおいて
情報収集

立入調査時に情報収集

労働基準監督署

発荷主

運送業者

荷主等への要請

情報提供

着荷主

国土交通省

法に基づく「働きかけ」等

働きかけに活用

荷主特別対策チームによる取組

国交省HPにおいて
情報収集

情報提供

荷主等への要請に活用

元請運送事業者

令和４年12月～令和８年６月

労働基準監督署が要請を実施した発着荷主等の事業場数 31,404

「長時間の荷待ちに関する情報メール窓口」に寄せられた情報の件数 3,066
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３６協定締結・届出の注意点
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36協定届記載例（一般条項）
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36協定届記載例（特別条項）※2枚目
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運送事業者向け情報収集サイト等のご案内

■特設サイト「はたらきかたススメ」

■自動車運転者の長時間労働改善に向けたポータルサイト

■悪質な荷主等に関する通報窓口（国土交通省）■長時間の荷待ちに関する情報メール窓口（厚生労働省）

■物流情報局（事業主の皆さまへ）

■陸上貨物運送事業における荷役作業の安全対策ガイドライン ■交通労働災害防止のためのガイドライン
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